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２００５年１０月１１日 

京都府議会９月定例会を終えて（談話） 

                  日本共産党京都府会議員団 

                     団長 松尾  孝 

 

９月定例会は１０月７日閉会した。今議会は、総選挙で自民・公明の与党が３分の２の議

席を得たもとで、多くの国民が「小泉内閣が暴走しないか」との不安を感じている中で開か

れた。 
 わが党議員団は、知事が府民の暮らしと京都経済、憲法と平和を守る立場から郵政民営化、

障害者自立支援法など「小泉構造改革」と庶民大増税、憲法改悪に反対するよう求めるとと

もに、中小企業や雇用、農林業振興対策、アスベスト対策やガン対策、介護保険のホテルコ

スト負担問題、青少年のひきこもり問題など、切実な府民要求をかかげて奮闘した。 
 今議会から本会議質問においても、府民にわかりやすい、かみ合った質疑となるよう「分

割・分答方式」が導入され、わが党議員団は積極的にこれを活用して論戦を行った。 
 
１、わが党議員団は、小泉内閣が多数与党を背景に、郵政民営化や障害者自立支援法案の強

行、公約破りの庶民大増税と憲法改悪への道をすすもうとしているもとで、これらに対し、

知事が府民の代表としてきっぱり反対の立場を表明することを求めた。 
 しかし、知事は「郵政民営化は、『官から民へ』『国から地方へ』の改革と相まって、持続

可能な社会を維持する上で必要である」と表明し、庶民増税でも「負担の高さだけを議論す

ることは、一面的である。持続可能な社会をつくるため、受益と負担の問題として総合的に

議論すべきもの」と賛成の立場を表明した。また、障害者自立支援法案についても、「財源

論に偏重することなく、的確なサービスが提供される仕組みとなることを基本に、十分な審

議を」としながら、「障害者の自立を阻む応益負担の導入についてどう思うのか」との問い

には答弁を避ける態度をとった。 
 これらは知事が、庶民大増税で府民の暮らしも、京都経済も大変な状況になることが明ら

かであるのに、府民の立場から政府に「ものがいえない」だけでなく、「小泉構造改革」推

進の立場にたっていることを表明したものである。 
 また、憲法問題でも「憲法９条を守る」とは表明せず、「どういう９条を守るのかはっき

りさせなければならない」と答えたが、これは真に「９条を守る」立場ではなく、自民・民

主などの改憲勢力と同じ立場にたっていることを表明したものである。 
 知事は６月議会でも「国際協調の精神をふまえて議論されるべき」と答えているように、

改憲勢力が「国際平和に貢献するため、国際協調のため」として、憲法を改悪し、海外で戦

争する国づくりをすすめているのと全く同じ立場であり、住民の安全・平和を守る立場と相

容れないものである。 
わが党議員団は、小泉内閣がすすめる構造改革と庶民増税、憲法改悪に正面から対決して

奮闘するものである。 
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２、いま“痛み押し付け”の小泉構造改革がすすめられるもとで、府民の暮らしと京都経済

を守るために府政がどうあるべきかが問われている。 
代表質問では、京都経済は長引く不況の上に、不良債権処理や規制緩和の小泉改革で、０

１年から０４年の間に２万３千近い企業が倒産・廃業、事業不振や借金苦による自殺者も大

幅に増えていること、さらに雇用でも倒産・廃業で１３万３千人が職を失い、正規社員が８

３０００人減少し、不安定雇用は９１７００人も増大するなど、より深刻になっていること

を明らかにした。一方、こうしたもとで、府の和装伝統産業予算は、０１年比６７．３％の

２億円余、北部基幹産業基盤強化支援事業費も４２％へと大幅に減らし、ベンチャー企業関

連予算は２．４倍、企業誘致関連は１４倍に増やすなど、ベンチャーと企業誘致に偏重して

いることを厳しく批判、府の商工行政を京都経済と雇用を支える伝統地場産業や中小零細企

業重視に改めること、そのためにも「中小企業振興基本条例」を制定することを求めた。 
ところが知事は「雇用は大幅に改善された」、企業倒産件数も「減少している」、「予算の

縦割りだけで議論はしていただきたくない」と答弁するなど、倒産や廃業に追い込まれ、自

ら命を絶つ経営者がいることに心を寄せない態度に終始した。 
 府が「雇用創出と地域活性化のため」としておこなった企業誘致補助は、４年間で１１億

５千万円にのぼっているが、補助対象となった雇用拡大は６０８人、補助対象外を含めても

１２５４人である。ところが知事は、制度を利用して移転した府内企業の既存雇用者数２０

００人と産業連関表をもとにした下請けや物流の雇用人数の推計４７００人をあわせて「６

７００人の雇用を確保した」と裏づけのない数字で、大きく見せる答弁を行った。しかし、

「村田製作所本社新築移転に府が９５００万円補助（長岡京市も５０００万円）して、新規

雇用の増はまだなし」、「読売新聞印刷工場は八幡市と併せて２億５千万円の助成をして１１

人の雇用拡大」などを指摘されると、数え方が「心が広いか狭いかという問題だけ」などと

まともに答弁ができなかった。  
わが党議員団は「雇用創出のための企業立地補助金」が雇用創出に十分な効果をあげてい

ないことを批判し、補助要綱の雇用要件拡大を求めた。 
 地域経済の活性化にとって重要な農業と農村を守るため、生産費を償う米価の下支え制度

や野菜の価格安定対策事業の拡充、所得・価格保証を主役にした農林予算への転換、営農集

団の農業機械更新への助成、中山間地振興への助成の拡大、「経営一辺倒」で本来の役割を

放棄している農協への指導強化など、真剣な検討を求めた。しかし、知事の答弁は「ほ場整

備や集落排水、治山事業等の公共事業に必要な財源確保を国に要望している」と、公共事業

予算を主役とする姿勢を表明し、農業機械の更新助成も「低利な融資制度の活用」など、従

来の制度に固執する態度を表明した。しかし、所得・価格保証制度の充実に背を向けた態度

では、農業と農村を守ることはできない。わが党議員団は、農業と農村を守るため、引き続

き所得・価格保証対策の充実、中山間地支援の充実などを求めて奮闘する。 
 
３、アスベスト問題は多くの国民に大きな不安を与えており、その対策は緊急の課題となっ

ている。わが党は７０年代から国会で「使用禁止」と健康対策などを要求するとともに、府

議会でも８５年２月議会で「使用禁止」と建設労働者の検診の実施を求めたのをはじめ、一

貫して追及してきた。今日、アスベスト問題が長期化、深刻化してきた責任は、利益優先の

ため製造と利用をすすめてきた企業と、危険性が明確になっても使用や輸入を放置してきた

国にあることは明白であり、京都府が「一般の人々へのリスクは少ない」としてまともな対

策をとらなかった責任も重大である。 
 今議会には、「建築物解体等に伴う石綿の飛散防止に関する緊急措置条例」や、建設労働
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者をはじめ関連労働者、住民の健診を行う予算などが提案された。しかし、条例の内容は、

国が来年「大気汚染防止法」を改定するのを見越してのもので、罰則規定や解体にあたって

の濃度調査、住民への周知の義務付けもないものである。わが党議員団は、健診については、

すべての関係者を対象とし、ＣＴスキャンなどの精密健診も助成対象とすること、国がアス

ベスト使用企業名を公表し、関係者、周辺住民の健康診断を行うこと、解体に当たっては敷

地境界での濃度測定や住民への情報提供の義務づけを行うこと、また、アスベスト対策を実

施する中小零細企業に対して無利子・無担保・無保証のアスベスト対策融資制度をつくるこ

となど、より本格的な対策の充実・強化を求めた。 
 今後とも、関係団体や住民とともに、国と企業の責任を明確にした対策の強化を求めて奮

闘するものである。 
 
４、今議会には、アスベスト対策条例のほか、新しく４つの条例が提案された。 
一つは「伝統と文化のものづくり産業振興条例」である。これは京都の伝統産業の振興と

活性化を求める関係者の長年にわたる運動と、わが党議員団が９７年１２月に発表した「伝

統地場産業振興条例案大綱」などを受けて制定されたものである。当時の荒巻前知事は「条

例がなくても伝統産業対策はやっている」と拒否したが、これを乗り越えて実現したもので

ある。本条例には「必要な財政措置を行う」ことも明記されており、わが党議員団は、この

条例制定を機に、伝統産業振興予算の大幅な増額、後継者育成のための制度など、伝統産業

振興対策の抜本的強化をめざし奮闘するものである。 
二つには、「豊かな緑を守る条例」である。これは多くの公益的機能を有する森林が、外

材の無秩序な輸入や価格低迷、後継者不足などで林業経営が成り立たず、放置される状況が

増えるもとで、放置林を「府民ぐるみ」で守ること、森林法が規制する１ヘクタール未満の

不適正な開発を規制するための条例である。１ヘクタール未満の不適正な開発規制について

は、長年にわたり関係者をはじめ、党議員団が条例もしくは要綱を制定するよう求めてきた

中で、この実現を見たものである。わが党議員団は、「豊かな緑を守る」ため、何よりも林

業経営が成り立つようにするための林業振興の充実が必要であること、また、不正な開発を

規制する上で、「災害発生のおそれがある場合」だけとされている、土砂搬入などの規制を

「水源の汚染」や「環境破壊」にも運用を拡大するよう求めて賛成した。 
三つには「文化力による京都活性化推進条例」である。この条例は本来、府民の文化芸術

活動を振興させるものとして制定されたものである。ところが条例の目的が「文化力による

京都活性化推進を図る」とされているため、「京都活性化」に直接役立つものだけが振興の

対象とされるなどということのないよう、関係者から懸念が表明されていることから、運用

にあたっては、すべての府民の文化芸術活動の振興を支援することを求めて賛成した。 
本条例案に対し公明党から、「文化芸術の振興」を条例の表題に付け加えるなど修正案が

だされたが、基本理念の趣旨が変わってくるにもかかわらず、不十分な修正案であり「賛成

できない」とした。 
四つには、今年度から都道府県が交付することになった「国民健康保険調整交付金の交付

に関する条例」が提案されたが、国が交付金の交付にあたっては、滞納者への資格証明書の

発行などの要件を示しており、わが党議員団はこの交付金を滞納者の保険証取り上げに結び

つけないよう求めた。 
 
５、府立両大学の授業料、聴講料の値上げ提案は１年遅れとはいえ、国の方針に追随するも

ので、家計を圧迫し、教育費軽減を求める少子化対策にも逆行するものとして、反対した。 
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また、「丹後リゾート公園」を「海と星の見える丘公園」として供用開始するための条例

改正が提案されたが、リゾート開発が破綻した段階で中止すべきものであり、税金のむだづ

かいは明白であり反対した。丹後地域の振興というのなら、丹後半島全域が自然環境の学習

の場であり、観光と結びつけた地域振興をはかるための伊根バイパスや蒲入バイパス、五箇

バイパスなどを急ぐことを求めた。 
さらに、過大な貨物取扱量を見込んだ和田埠頭建設に関わる橋梁建設工事請負契約案件が

提案されたが、１期工事の１バース建設だけでも５００億円もかけており、まさにムダな大

型公共事業であり反対した。 
山田知事は「府民目線にたった税金の有効活用」と言いながら、こうしたムダな大型開発

事業に税金を投入し、少子化対策として求められている子どもの医療費助成の拡充や高校生

の通学費助成など府民の切実な願いは冷たく拒否する態度に終始した。 
しかし、子どもの医療費助成の１６年度実績でも、制度「改善」以前より府の財政措置は

減らされていること、制度拡充を図っている市町村では府の助成措置の手続きが不要なこと

から受益者が多く、京都市内など府制度のままでは、受益者は極端に少なく制度の恩恵すら

受けられていないなどの問題が明らかとなっている。 
 また、通学費助成も府教委の制度改編により通学圏が拡大し、通学費負担が授業料の２～

３倍にもなる生徒がうまれているにもかかわらず、府教委は、限度額の引き下げを拒否し回

数券使用は認めないなど、改善に背を向けている。 
 わが党議員団は、ムダな大型公共事業などをやめ、住民の暮らし、福祉、教育優先へ税金

の使い方を改めるよう奮闘するものである。 
 

６、今議会には「消費税大増税計画の中止を求める請願」が、聴覚障害者協会や青果仲買共

同組合など３２５団体から提出された。これは小泉内閣が「増税も信任を受けた」として消

費税の二ケタ増税、定率減税廃止への動きを強めるもとで広範な中小企業団体や市民団体か

ら暮らしと営業を守るため提出されたものである。ところが自民党や公明、民主は「大増税

計画などはない」と事実をかくす一方、「税体系全体の中で議論するもの」と消費税増税を

容認する立場から、請願を不採択とした。さらに公明は「この請願は（共産党が）府民を装

っているだけ」と、府民の願いを反共の立場から葬り去ろうとする態度をとった。 
 わが党議員団は、府民の切実な願いにこたえ「消費税大増税を行わないことを求める意見

書案」「サラリーマン増税など大増税の中止を求める意見書案」を提出し、府議会が府民の

願いに応えるべきであることを強く求めた。 
 また、今国会で強行されようとしている「障害者自立支援法案の撤回を求める意見書案」

を提案したが、自民、民主など与党会派は、「応益負担導入」を前提に「慎重審議を求める」

意見書案を提案した。これは障害者など関係者が強く反対している「応益負担」の導入に手

を貸すものであり、反対した。 
自民党など与党会派から「道路特定財源」を維持、確保するための意見書案が提案された

が、わが党議員団は、道路特定財源は、５兆８千億円にも膨れ上がり、不要不急、ムダな高

速道路建設などすすめてきたもの。これを廃止、一般財源化し、高速道路優先の道路行政を

あらためることを求める対案を出してたたかった。 
 このほか関係団体からの要望を受けて「私学教育の振興に関する意見書」、視覚障害者の

働く権利と働く場の確保を求める「あんまマッサージ指圧師・はり師・きゅう師等に関する

意見書」が提案され、全会一致で採択された。 
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 いよいよ知事選挙まであと半年と迫った。今議会では自民、民主など与党会派が山田知事

の実績を持ち上げ、事実上の「支持」表明をおこなった。しかし、山田知事は小泉構造改革

に「同感」として総務省いいなりの「地方構造改革」をすすめ、憲法改悪の危険な道をすす

む府政と府民との矛盾はますます大きくなっている。 
 わが党議員団は、広範な府民とともに、憲法を守り、京都経済の再生と府民の暮らし守る

府政を実現するために全力をあげて奮闘するものである。 
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● 9月議会に提出された意見書案とその審議結果をご紹介します。 

 

サラリーマン増税など庶民大増税の中止を求める意見書（案） 

提案 共産  結果 不採択（賛成＝共産） 

 

 

政府税制調査会は、本年 6 月に「個人所得課税に関する論点整理」を発表し、定率減税の廃止をは

じめとするサラリーマン増税など庶民大増税の方針を提起した。これは昨年 12 月の政府与党の「税

制改革大綱」にそったものであることは明白である。 
 これらが実施されれば、４人家族で４２万円もの大増税になるなど、庶民の暮らしと日本経済に重

大な影響を与えることになる。 
 定率減税は 1999 年に「恒久的減税」として実施され、その際、大企業向けの法人税率引き下げ、

一部の高額所得者の最高税率引き下げも行われたが、この 6 年間、大企業の儲けも株主への配当も倍

増する一方、家計の所得は総額で 14 兆円も落ち込んでいる。大企業優遇の税制には手をつけずに、

サラリーマンなど庶民にのみ負担増を求めるやり方は、まったく道理を欠くものである。 
 よって、国におかれては、政府税制調査会が示したサラリーマン世帯をはじめとする庶民大増税計

画について、これを実施しないよう強く要望する。 

 
以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
 

平成 17年 10月  日 

 

衆 議 院 議 長  河  野  洋  平  殿 

参 議 院 議 長  扇    千  景  殿 

内 閣 総 理 大 臣  小  泉  純一郎  殿 

総 務 大 臣  麻  生  太  郎  殿 

財 務 大 臣  谷  垣  禎  一  殿 

経済財政政策担当大臣  竹  中  平  蔵  殿 

 

京都府議会議長 酒 井 国 生 

 

 

消費税大増税を行わないことを求める意見書（案） 

提案 共産  結果 不採択（賛成＝共産） 

 
政府与党は、昨年 12 月、2007 年度をめどに「消費税を含む抜本的税制改革を実現する」（与党「税

制改革大綱」）ことを合意し、3 年後の消費税増税を打ち出した。また、年金制度「改革」をめぐる

自民・公明・民主の「3 党合意」は、「社会保障制度全般について、税、保険料等の負担と給付の在

り方を含め、一体的な見直し」を行うとしており、将来の大増税に道を開くものとなっている。 
これは、年金をはじめ社会保障の連続改悪で、負担増と給付削減を国民に押しつけることと一体と

なって、消費税の大増税を強行しようとするもので、断じて許すことはできない。 
もともと消費税は、所得が少ない人ほど負担率が高くなる不公平な税制である。社会保障は、国民
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のくらしを支える制度であり、その財源のためとして、立場の弱い人に重くのしかかる消費税増税を

もちだすことは本末転倒である。 
消費税の大増税が、庶民のくらし、中小零細事業者の営業を直撃し、サラリーマン増税とあいまっ

て景気を悪化させることは明白である。そうなれば、国民の所得はますます落ち込み、社会保険料の

収入も減り、年金や医療保険の財政がますます苦しくなるという悪循環を引き起こさざるをえない。 
よって、国におかれては、消費税の大増税を行わないよう強く要望する。 

 
以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
 

平成 17年 10月  日 

 

衆 議 院 議 長  河  野  洋  平  殿 

参 議 院 議 長  扇    千  景  殿 

内 閣 総 理 大 臣  小  泉  純一郎  殿 

総 務 大 臣  麻  生  太  郎  殿 

財 務 大 臣  谷  垣  禎  一  殿 

経済財政政策担当大臣  竹  中  平  蔵  殿 

 

京都府議会議長 酒 井 国 生 

 

障害者自立支援法案の撤回を求める意見書（案） 

提案 共産  結果 不採択（賛成＝共産） 

 

今特別国会に再提案されている障害者自立支援法案は、障害者の自立や生活に欠かせない福祉サービス

に原則１割の「応益負担」を導入するもので、障害の重い人ほど大幅な負担増となる改悪案である。厚生

労働省は負担の上限額を設けるとしているが、障害基礎年金の２～３割の重い利用料負担となり、障害者

の自立を妨げることは明らかである。 

同法案に対する障害者の不安や怒りは大きく、通常国会の審議でも、数多くの問題点が明らかとなり、

審議未了・廃案となったものである。その内容を再検討することなく、施行日を変えるだけで今特別国会

に再提出して成立をめざすことは、断じて許すことができない。 

よって、国におかれては、障害者自立支援法案を撤回されるよう強く要望する。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。  

 

 平成 17 年 10 月 日 

 

衆議院議長 河野 洋平 殿

参議院議長 扇  千景 殿

 内閣総理大臣 小泉 純一郎 殿

総務大臣 麻生 太郎 殿

財務大臣 谷垣 禎一 殿

 厚生労働大臣 尾辻 秀久 殿
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京都府議会議長 酒 井 国 夫 

 

道路特定財源の見直しと生活関連道路等の整備を求める意見書（案） 

提案 共産  結果 不採択（賛成＝共産） 

 

 

 

 道路は、住民の生活や経済・社会活動を支える重要な社会基盤である。とりわけ、生活関連道路等の整

備は、過疎地や中山間地域を含めて緊急医療や福祉施策等を支えており、暮らしを守り、地域の振興を図

るため必要不可欠である。 

 京都府域の道路整備は、国道・府道で６割弱の改良率にとどまっているなどいまだ十分でなく、道路整

備に対する府民の要望は極めて切実であり、交通事故の多発箇所や離合困難箇所が残される一般国道や地

方道、奥地道等について、整備促進が求められている。 

よって、国におかれては、高速道路優先の道路行政を改め、道路特定財源を見直し一般財源化するとと

もに、生活関連道路等の整備促進を図るよう強く要望する。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

 

 

 

 

 平成1７年１０月  日 

 

 

 衆議院議長  河野 洋平 殿 

 参議院議長    扇  千景  殿 

 内閣総理大臣  小泉純一郎  殿 

 総務大臣      麻生 太郎  殿 

 財務大臣      谷垣 禎一  殿 

 国土交通大臣  北側 一雄  殿 

 

 

 

京都府議会議長 酒 井 国 生 

 

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律並びに関

係法令の遵守と違法者取締りの徹底強化に関する意見書 
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 提案 自民、民主、公明、新政会  結果 採択（賛成＝共、自、民、公、新政）

 

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律において、「医師以外の者で、あん

摩、マツサージ若しくは指圧、はり又はきゆうを業としようとする者は、それぞれ、あん摩マツサー

ジ指圧師免許、はり師免許又はきゆう師免許（以下免許という。）を受けなければならない。」とさ

れている。 

 しかし、近年これらの免許を取得せずに、エステ・カイロプラクティック・整体・リフレクソロジー等

と称し、本来有資格者でなければ行うことのできないあん摩、マッサージ、指圧が行われ、これら

の無資格者が事故を起こすことが問題になっているところである。 

 このことは、国家資格を有する施術者、ひいては国民の医療に対する信用を失墜させると同時

に、その健康と疾病予防並びに治療に関して重大な不安を抱かせるものである。また、医療に関

する違法・脱法行為者の激増、蔓延は、医療現場はもちろんのこと、国民福祉の全体にわたって

大きな混乱を招くものであり、安心して適切な医療を国民が等しく受けられるようにすることは、地

方自治体並びに国に課せられた重大な責務である。 

 よって、国におかれては、その業務の明確化、無資格取締りの徹底強化等、あん摩マツサージ

指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律の改正等法整備を図られるよう強く要望する。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。  

 

 平成 17 年 10 月 7 日 

 衆議院議長 河野 洋平 殿 

 参議院議長 扇  千景 殿 

 内閣総理大臣 小泉 純一郎 殿 

 法務大臣 南野 知惠子 殿 

 厚生労働大臣  尾辻 秀久 殿 

 国家公安委員長 村田 吉隆 殿 

   京都府議会議長  酒井 国生

 

 

私学教育の振興に関する意見書 

 
提案 自民、民主、公明、新政会  結果 採択（賛成＝共、自、民、公、新政）

 

 京都府の私立学校は、各校の建学の精神に立脚し、新しい時代に対応する特色ある教育を積極

的に展開して、本府の公教育の発展に寄与している。 

 しかしながら、少子化による生徒数の減少の影響等により、私立学校の経営はいよいよ厳しい局

面に立たされている。 

 我が国の教育の将来を思うとき、公私あいまっての教育体制が維持されてこそ、健全な発展が可

能となり、個性化、多様化の進展する時代の要請にもこたえうると考えられる。 

 そのためには、公・私立学校間の公費負担の格差を縮め、公立学校に比べて財政基盤がぜい弱

な私立学校の経営の健全性を高めていくとともに、保護者の経済的負担の軽減を図り、公私を問
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わず自由に学校が選択できるようにすることが必要である。 

 よって、国におかれては、私立学校教育の現状と重要性を認識され、私学教育振興の一層の充

実を図られるよう強く要望する。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。  

 

 平成 17 年 10 月 7 日 

 衆議院議長 河野 洋平 殿 

 参議院議長 扇  千景 殿 

 内閣総理大臣 小泉 純一郎 殿 

 総務大臣 麻生 太郎 殿 

 文部科学大臣  中山 成彬 殿 

   京都府議会議長  酒井 国生

障害者自立支援法案に関する意見書 

 
提案 自民、民主、公明、新政会  結果 採択（賛成＝自、民、公、新政） 

 

今特別国会で審議されている障害者自立支援法案は、障害保健福祉施策等の総合化を図り、新たに身体・知

的・精神の 3 障害共通の枠組みを制定するものである。 

 これは、障害者が、年齢や障害種別等にかかわりなく、できるだけ身近なところで必要なサービスを受けなが

ら、就労を含めて自立して暮らせる地域づくりを進めていこうとするものである。 

 しかし、一定の配慮はうたわれているものの、応益負担や世帯単位の収入で負担上限額を判定することなど

から、障害者・家族・関係団体から不安の声があることも事実である。 

 このような実情を踏まえ、障害者の所得保障制度の確立及び低所得者の負担軽減策の具体的な拡充など、当

事者や当事者団体等の意見も十分聞く中で、サービスの利用に支障が生じないようにしていくことが重要である。 

 よって、国におかれては、障害者に対する保健福祉施策の推進に向け、十二分に審議を行うよう強く要望する。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。  

 

 平成 17 年 10 月 7 日 

 衆議院議長 河野 洋平 殿 

 参議院議長 扇  千景 殿 

 内閣総理大臣 小泉 純一郎 殿 

 総務大臣 麻生 太郎 殿 

 財務大臣 谷垣 禎一 殿 

 厚生労働大臣  尾辻 秀久 殿 

   京都府議会議長  酒井 国生  

 



 11

地方の道路整備の促進と財源の確保に関する意見書 

 

 提案 自民、民主、公明、新政会  結果 採択（賛成＝自、民、公、新政）

 

道路は、国民生活や経済・社会活動を支える最も基礎的な社会基盤であり、道路網の一層の整備

は、広域的な地域間連携、文化交流、商圏の拡大等を促すとともに、活力と魅力ある地域づくり、

安全で快適な環境づくりを推進するために必要不可欠である。 

 京都府では、高速道路から生活道路まで体系的に整備を進めているが、京都縦貫自動車道で

は未だ 2 区間が未供用であり、国道・府道の改良率も 56.7％と道半ばである。 

 よって、国におかれては、道路特定財源の見直し議論がなされる中、制度の趣旨を踏まえつつ、

道路特定財源以上に一般財源を充当し整備を行っている地方の実状を勘案のうえ、地方におけ

る着実な道路整備に向けて、地方への税源移譲も含め、安定的な財源を措置されるよう強く要望

する。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。  

 

 平成 17 年 10 月 7 日 

 衆議院議長 河野 洋平 殿 

 参議院議長 扇  千景 殿 

 内閣総理大臣 小泉 純一郎 殿 

 総務大臣 麻生 太郎 殿 

 財務大臣 谷垣 禎一 殿 

 国土交通大臣  北側 一雄 殿 

   京都府議会議長  酒井 国生

 

個人所得課税における各種控除の安易な縮小を行わないことを求める意見書（案）

 

 提案 民主  結果 不採択（賛成＝民） 

 


